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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 第25期が連結財務諸表作成初年度となるため、第24期については記載しておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

４ 自己資本利益率については、期首期末平均純資産額に基づいて算出しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第24期 第25期 第26期 第27期 第28期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (千円) ― 11,690,871 10,094,678 11,381,423 13,487,841

経常利益 (千円) ― 654,612 146,961 378,468 555,752

当期純利益 (千円) ― 229,692 69,190 192,217 279,415

純資産額 (千円) ― 2,258,709 2,261,900 2,396,966 2,611,810

総資産額 (千円) ― 6,434,890 6,341,255 6,880,058 7,269,261

１株当たり純資産額 (円) ― 1,126.35 1,130.95 1,195.48 1,305.91

１株当たり当期純利益 (円) ― 111.85 34.60 93.11 139.71

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― 35.1 35.7 34.8 35.9

自己資本利益率 (％) ― 10.6 3.1 8.3 11.2

株価収益率 (倍) ― 16.4 46.6 19.7 10.8

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― 984,835 50,994 1,231,521 165,710

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― △551,318 △593,309 △854,718 △454,350

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― △459,439 540,231 △559,848 240,343

現金及び現金同等物 
の期末残高

(千円) ― 698,580 696,334 513,480 465,060

従業員数 
(外、平均臨時従業員数)

(名)
―
(―)

304
(54)

331
(50)

373
(50)

402
(48)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３ 自己資本利益率については、期首期末平均純資産額に基づいて算出しております。 

４ 第25期より連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりますので、キャッシュ・フローに関する事項につ

いては記載しておりません。 

  

  

  

回次 第24期 第25期 第26期 第27期 第28期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (千円) 12,275,524 11,490,361 9,752,778 11,105,475 13,183,544

経常利益 (千円) 542,992 745,981 98,955 349,350 515,606

当期純利益 (千円) 211,631 321,472 23,500 160,538 256,194

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 697,600 697,600 697,600 697,600 697,600

発行済株式総数 (株) 2,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000

純資産額 (千円) 2,095,798 2,351,271 2,308,771 2,409,310 2,599,499

総資産額 (千円) 6,616,527 6,491,629 6,348,647 6,920,917 7,324,510

１株当たり純資産額 (円) 1,044.90 1,172.64 1,154.39 1,201.66 1,299.75

１株当たり配当額
(１株当たり中間配当額)

(円) 
(円)

30
(―)

30
(―)

30
(―)

30
(―)

30
(―)

１株当たり当期純利益 (円) 102.82 157.74 11.75 77.27 128.10

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 31.7 36.2 36.4 34.8 35.5

自己資本利益率 (％) 10.5 14.5 1.0 6.8 10.2

株価収益率 (倍) 12.3 11.6 137.4 23.7 11.8

配当性向 (％) 28.4 19.0 255.3 38.8 23.4

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 169,477 ― ― ― ―

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △465,276 ― ― ― ―

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △260,000 ― ― ― ―

現金及び現金同等物 
の期末残高

(千円) 674,608 ― ― ― ―

従業員数 
(外、平均臨時従業員数)

(名)
243
(61)

282
(51)

289
(44)

311
(43)

332
(46)



２ 【沿革】 

(はじめに) 

当社は、昭和55年12月に東洋エンジニアリング株式会社の100％子会社のオリエント工事株式会社とし

て設立されました。その後、平成11年２月に情報通信システムに関するサービス業に事業目的を変更し、

同年３月に商号を東洋ビジネスエンジニアリング株式会社と改めたうえで、東洋エンジニアリング株式会

社からシステムインテグレーション(※)事業を譲り受けて、平成11年４月から現在の営業を開始いたしま

した。 

  

(※) システムインテグレーション(System Integration：ＳＩ) 

ＩＴ(Information Technologies：情報技術)を用いた経営に関するビジネスプロセス全体の最適化を図ること

をいいます。 

  

(沿革) 

  

 
  

年月 事項

昭和55年12月 事業目的を各種産業設備の設計、建設工事の請負として、オリエント工事株式会社を資本金３千

万円にて東京都千代田区に設立

平成11年２月 本店所在地を東京都千代田区から千葉県習志野市に移転するとともに、事業目的を情報通信シス

テムに関するサービス業に変更

平成11年３月 商号を東洋ビジネスエンジニアリング株式会社に変更するとともに、東洋エンジニアリング株式

会社のシステムインテグレーション事業の譲り受けに関する営業譲渡契約を締結

平成11年４月 システムインテグレーション事業を開始

平成12年10月 東京都港区に東京赤坂オフィスを設置

平成13年２月 日本証券業協会に株式を店頭登録

平成15年３月 東洋ビジネスシステムサービス株式会社を設立

平成16年４月 中国上海市に上海駐在員事務所を設置

平成16年12月 株式会社ジャスダック証券取引所に株式を上場

平成17年４月 上海華和得易信息技術発展有限公司（中華人民共和国上海市）に出資

平成17年９月 千葉県習志野市の本社機能の一部と東京赤坂オフィスの機能を集約し、東京都千代田区に東京本

社を設置

平成18年６月 本店所在地を千葉県習志野市から東京都千代田区に移転



３ 【事業の内容】 

当社グループは、当社、連結子会社１社および関連会社１社で構成され、情報サービス事業を展開して

おります。連結子会社の東洋ビジネスシステムサービス株式会社は運用・保守サービス等の提供を行って

おり、関連会社の上海華和得易信息技術発展有限公司（DealEasy社）はシステム構築サービス等の提供を

行っております。当企業集団の事業の種類別セグメントは情報サービスの単一事業であります。 

当社の親会社は、総合エンジニアリングサービスを提供する東洋エンジニアリング株式会社であり、情

報サービスの一部業務において委託および受託の関係等があります。 

当企業集団の平成19年３月期の売上高における親会社への販売比率は1.1％であります。 

  

 



当社グループの事業は情報サービスの単一事業であり、連結財務諸表規則第15条の２第１項に規定する

事業の種類別セグメント情報を記載しておりませんので、商品分野別に主な事業の内容を説明いたしま

す。 
  

 
  
  

(※１)ＥＲＰ(Enterprise Resource Planning：統合基幹業務) 

経理、販売、生産、在庫管理等の業務にまたがって必要なデータを統合し、各業務の最適化だけでなく、全体

の最適化を図った業務プロセスを実現するための概念。ＥＲＰのコンセプトに沿ったパッケージソフトウェア

はＥＲＰパッケージと呼ばれます。 

  

(※２)ＣＲＭ(Customer Relationship Management：顧客対応管理) 

企業が顧客との間に長期的な関係を築くことで、自社の競争力を高めていく経営手法を指します。 

  

(※３)ＳＣＭ(Supply Chain Management：供給連鎖管理) 

取引者との間の受発注、資材の調達から在庫管理、製品の配送等、事業活動の川上から川下までコンピュータ

を使って総合的に管理する経営手法を指します。 

  

(※４)ＥＣ(Electronic Commerce：電子商取引) 

インターネットやパソコン通信等のメディアを利用して、企業が消費者に商品やサービスを提供したり、企業

間での取引を行うことをいいます。 

  

(※５)ＢＰＲ(Business Process Reengineering：業務改革) 

業務プロセスを見直し、ＩＴを最大限に活用することによって経営効率向上を目指す手法をいいます。 

  

サービス内容

売上高構成比率(％)

第28期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

他社製品ＥＲＰ
他社製品のＥＲＰ(※１)パッケージを利用してシス

テムを構築するサービスであります。
55.4

自社製品ＥＲＰ
自社開発のＥＲＰパッケージを利用してシステムを

構築するサービスであります。
24.2

ｅビジネス

主に顧客対応管理(ＣＲＭ)(※２)、供給連鎖管理(Ｓ

ＣＭ)(※３)および電子商取引(ＥＣ)(※４)に関連す

るサービスであります。

14.5

その他

既存商品にＩＴを応用することにより効率化・高機

能化を図った商品およびＩＴの先進的商品の販売、

ならびに業務改革(ＢＰＲ)(※５)等に関するコンサ

ルティングを提供するサービスであります。

5.9

合計 100.0



４ 【関係会社の状況】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) 有価証券報告書の提出会社であります。 

  

５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は( )内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

２ 事業の種類別セグメントは情報サービスの単一事業であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は( )内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

２ 平均年間給与は、賞与および基準外賃金を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

名称 住所
資本金 
(千円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有(被所有)割合

関係内容
所有割合

(％)
被所有割合

(％)

(親会社)

東洋エンジニアリング 
株式会社（注）

東京都 
千代田区

18,198,978
総合エンジニア
リング業

― 51.0

事業上の関係
システムインテグレーション
の受託および委託

役員の兼任等
兼任３名

建物の賃借

(連結子会社)

東洋ビジネスシステムサ
ービス株式会社

千葉県 
習志野市

50,000
システム運用・
保守サービス

100.0 ―

事業上の関係
当社がシステムの運用・保守
を委託

役員の兼任等
兼任５名

当社が事務所を賃貸

(持分法適用関連会社)

上海華和得易信息技術発
展 有 限 公 司（DealEasy
社）

中華人民共和国
上海市

6,667 
(千元)

システム構築サ
ービス

25.0 ―

事業上の関係
システム開発の委託

役員の兼任等
兼任１名

事業の種類 従業員数(名)

情報サービス 402 (48)

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

332  (46) 35.4 4.3 7,450



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益が好調に推移するとともに、設備投資の増加や雇用

状況の改善が進み、景気は緩やかな回復基調を示しました。 

情報サービス産業におきましても、企業の収益改善を背景に、ソフトウェア投資は増加傾向を維持い

たしました。 

このような状況のもと、当社グループは顧客の多様な経営課題に対応するためのベストプラクティ

ス、「B-EN-Gプラクティス」の提供を一層強化し、顧客満足の向上に取り組みました。 

当連結会計年度におきましては、既存顧客を中心に積極的な営業活動を展開するとともに、PMO（プ

ロジェクトマネジメントオフィス）機能強化によるプロジェクトマネジメント力、提案力強化を図りま

した。また、製造業のグローバル展開を支援するSCM関連等の商品提供や、SOA（Service Oriented 

Architecture：サービス指向アーキテクチャ）技術の活用を主としたWeb対応ソリューションの提供に

向けた取り組みにも注力いたしました。さらに、有力パートナーとの協業関係の強化に努めました。 

東洋ビジネスシステムサービス株式会社におきましては、運用保守サービスやシステム開発に注力い

たしました。 

以上の結果、当連結会計年度の受注高は12,355,992千円（前期比8.6％増）、売上高につきましては

13,487,841千円（前期比18.5％増）となりました。利益面では、経常利益は555,752千円（前期比

46.8％増）、当期純利益は279,415千円（前期比45.4％増）となりました。 

  

（注）当社グループの経営成績は、大型案件の売上計上時期やその採算性により変動する可能性があります。また、

当社グループの業績特性としましては、請負案件の納期が期末に集中する傾向にあるため、四半期・半期毎の

経営成績に変動が生じます。加えて、販売費及び一般管理費等の固定費は年度を通じて比較的均等に発生する

のに対し、事業の性質上、売上は下期に多く計上されるため、利益は下期に偏重する傾向があります。 

  

当社グループは情報サービス事業を展開しており、単一事業のため、事業の種類別セグメント情報に

代えて当連結会計年度における商品分野別状況を記載いたします。 

  

① 他社製品ERP 

SAPジャパン株式会社のERPパッケージ「SAP製品」にかかわるコンサルティング、システム構築活動

に関し、既存顧客を中心に、製薬、機械、食品業界等からの受注拡大を図りました。さらに、エンター

プライズSOA（Service Oriented Architecture：サービス指向アーキテクチャ）に特化したコンピテン

スセンターを開設するなど、Web対応ソリューションの強化に努めました。当連結会計年度の受注高は

6,309,058千円（前期比6.8％増）、売上高は7,471,711千円（前期比29.1％増）となりました。 



② 自社製品ERP 

自社開発ERPパッケージ「MCFrame」につきましては、顧客・ビジネスパートナーとの連携強化を推進

し、ライセンス販売の拡大に努めました。また、国際物流の効率化を図るグローバルSCMソリューショ

ンの提供など、商品、サービス拡充によるブランド力の強化を図りました。当連結会計年度の受注高は

3,336,779千円（前期比39.9％増）、売上高は3,259,565千円（前期比46.8％増）となりました。なお、

「MCFrame」の当連結会計年度ライセンス売上高は933,396千円（前期比5.6％増）となりました。 

③ ｅビジネス 

日本オラクル株式会社のERPパッケージ「Oracle E-Business Suite」案件を中心に、顧客ニーズに対

応したテンプレートを活用し、電機・電子、設備、産業機械等の多様な業界への営業を展開いたしまし

た。当連結会計年度の受注高は1,987,201千円（前期比14.5％減）、売上高は1,953,783千円（前期比

30.5％減）となりました。 

④ その他 

グローバルSCMソリューションおよびWeb対応ソリューションの提供に積極的に取り組んだほか、金融

業界向けシステム構築に注力いたしました。当連結会計年度の受注高は722,953千円（前期比5.3％

減）、売上高は802,781千円（前期比42.4％増）となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末より48,420千円減少し、465,060

千円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フローの状況） 

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益557,123千円、仕入債務の増加

383,091千円を計上したものの、売上債権の増加986,090千円、前受金の減少322,462千円、法人税等の

支払いによる支出368,586千円等により、全体として165,710千円の収入（前期比 1,065,810千円収入

減）となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フローの状況） 

投資活動によるキャッシュ・フローは、無形固定資産の取得（自社開発ERPパッケージ「MCFrame」の

開発等）による支出448,229千円、投資有価証券の売却による収入89,500千円等により、全体として

454,350千円の支出（前期比 400,367千円支出減）となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フローの状況） 

財務活動によるキャッシュ・フローは、銀行からの短期借入金を返済したことによる支出等

26,700,000千円ありましたが、銀行からの新規の借入れによる収入27,000,000千円により、全体として

240,343千円の収入（前期比800,191千円収入増）となりました。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当社グループの事業は情報サービス事業単一でありますので、事業の種類別セグメント情報に代え、

商品分野別に記載しております。 

  

 
(注) １ 金額は売上原価によっております。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

当社グループの事業は情報サービス事業単一でありますので、事業の種類別セグメント情報に代え、

商品分野別に記載しております。 

  

 
(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

商品分野名 生産高(千円) 前期比(％)

他社製品ＥＲＰ 5,709,405 26.5

自社製品ＥＲＰ 2,296,889 81.0

ｅビジネス 1,586,380 △27.1

その他 752,978 71.1

合計 10,345,653 23.2

商品分野名 受注高(千円) 前期比(％) 受注残高(千円) 前期比(％)

他社製品ＥＲＰ 6,309,058 6.8 1,786,972 △39.4

自社製品ＥＲＰ 3,336,779 39.9 654,774 13.4

ｅビジネス 1,987,201 △14.5 691,564 5.1

その他 722,953 △5.3 161,666 △33.1

合計 12,355,992 8.6 3,294,976 △25.6



(3) 販売実績 

当社グループの事業は情報サービス事業単一でありますので、事業の種類別セグメント情報に代え、

商品分野別に記載しております。 

  

 
(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

商品分野名 販売高(千円) 前期比(％)

他社製品ＥＲＰ 7,471,711 29.1

自社製品ＥＲＰ 3,259,565 46.8

ｅビジネス 1,953,783 △30.5

その他 802,781 42.4

合計 13,487,841 18.5



３ 【対処すべき課題】 

今後のわが国経済につきましては、企業業績の好調を背景に個人消費にも改善が見込まれ、景気は回復

基調が続くものと予想されます。 

情報サービス産業におきましては、高度化・多様化する顧客ニーズ、納期、品質に対する厳しい要請へ

の対応や要員確保等、様々な課題への対応に迫られております。 

当社グループは顧客の多様な経営課題に対応するためのベストプラクティス、「B-EN-Gプラクティス」

の提供を一層強化し、次の取り組みを通じて顧客満足の向上を図って参ります。 

プロジェクトマネジメント力・コンサルティング力・技術力の融合による競争力強化と積極的な営業マ

ーケティングの展開を通じて収益力向上に努めて参ります。また、関連会社のDealEasy社の活用等、中

国・アジアでのサービス提供体制を整備し、顧客のグローバル展開支援を強化して参ります。さらに、

SOA（Service Oriented Architecture：サービス指向アーキテクチャ）技術の活用や新規商材の開発に向

けた取り組みにも注力して参ります。 

システムインテグレーションにつきましては、引き続きプロジェクトマネジメント力の強化によるプロ

ジェクト生産性の向上に努めるとともに、品質管理の徹底を図って参ります。 

自社開発ERPパッケージ「MCFrame」につきましては、ビジネスパートナーの拡充を推進し、生産、販

売、物流を統合的に行うグローバルSCMソリューションや会計を含むワンストップソリューションの提供

に注力して更なる拡大に努めて参ります。 

以上の取り組みにより、総合的な営業力、収益力の強化を図り、持続的な成長を目指して参ります。 

  

４ 【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の概況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響

を及ぼす可能性のある事項には、次のようなものがあります。 

 (1) 財務状態、経営成績およびキャッシュ・フローの状況の異常な変動について 

財政状態、経営成績およびキャッシュ・フローの状況の異常な変動はありません。当社グループの経

営成績は、大型案件の売上計上時期やその採算性により変動する可能性があります。また、当社グルー

プの業績特性としましては、請負案件の納期が期末に集中する傾向にあるため、四半期・半期毎の経営

成績に変動が生じます。加えて、販管費等の固定費は年度を通じて比較的均等に発生するのに対し、事

業の性質上、売上は下期に多く計上されるため、利益は下期に偏重する傾向があります。 

 (2)特定の取引先との関係について 

当社は、SAPジャパン株式会社との間に平成12年12月20日付で「mySAP.comサービス・アライアンス・

パートナー契約」を締結し、現在に至っております。同社とは、これまで安定した取引関係を継続して

おり、平成19年３月期の「SAP製品」を取り扱う他社製品ERPの売上構成比は55.4％であります。よって

同社の市場訴求力に大きな変動が生じた場合には、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があ

ります。 



 (3) 親会社との関係について  

当社グループは、東洋エンジニアリング株式会社グループにおける情報サービス事業の中核会社であ

ります。東洋エンジニアリング株式会社は当社議決権の51.0％を所有しており、また、当社と同社との

平成19年３月期の取引は次のとおりであります。 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 取引条件および取引条件の決定方針 

市場価格、総原価等を勘案して当社希望価格を提示し、価格交渉の上、一般取引先と同様に決定しており
ます。 

２ 建物の賃借料は、他テナントと同等の価格となっております。 

３ 記載金額のうち、取引金額は消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等を含んでおります。 

親会社からの役員の受入状況としては、本有価証券報告書提出日現在で、当社取締役７名のうち親会

社の取締役・常務執行役員１名が当社取締役を兼任し、当社監査役３名のうち同社取締役・常務執行役

員の２名が当社監査役を兼任しております。 

 (4) その他 

当社グループは、情報システム分野における急速な技術革新に対応するため、提供サービス・製品の

機能強化を進めるとともに、新規事業のための商材調査・研究開発活動に注力しておりますが、当社グ

ループの想定外の技術革新が進んだ場合、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

また、当社グループが顧客に納入するシステムの多くが顧客の重要な基幹システムであり、万が一重大

なシステム・トラブルや、顧客より受領した情報の流出等が発生した場合には、信用の低下や賠償金の

支払等により当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

なお、当社は、平成17年５月に株式会社ムトウより、納入した基幹システムにかかわる934,520千円

の損害賠償請求訴訟を提起されておりますが、当社としては損害賠償責任を負う原因はないと考えてお

り、現在係争中であります。 

 (5) 将来に関する事項について 

以上に記載している将来に関する事項は、本有価証券報告書提出日現在において当社グループが判断

したものであります。 

属性
会社等 
の名称

住所
資本金 
(千円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の被所有 
割合 
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社
東洋エン
ジニアリ
ング㈱

東京都 
千代田 
区

18,198,978
総合エン
ジニアリ
ング業

直接
51.0

兼任
３人

システム
インテグ 
レーショ 
ンの提供

システムイ
ンテグレー
ションの受
託

67,274 売掛金 27,745

システムイ
ンテグレー
ションの委
託

522,257 買掛金 92,344

建物の賃借 83,268 ― ―



５ 【経営上の重要な契約等】 

(1) 技術受入契約 

  

 
  

６ 【研究開発活動】 

当連結会計年度における研究開発活動として、当社グループは他社製品ERP等個別商品に関連する技

術・機能の調査・検証、および先端情報技術・新規商材を対象とした調査・研究を実施いたしました。 

当連結会計年度の研究開発費の総額は、103,722千円、また研究開発活動の概要は次の通りです。 

(1) 個別商品の競争力向上のための商品開発・機能強化 

当社グループの事業は情報サービスの単一事業であるため、事業の種類別セグメントに代えて、商品

分野別に記載しております。 

① 他社製品ERP 

SAPジャパン株式会社のERPパッケージ「SAP製品」について、周辺システムの適用調査ならびにSOA

（Service Oriented Architecture）関連の技術・機能の調査・検証を実施いたしました。 

② 自社製品ERP 

当商品分野におきましては、自社開発ERPパッケージである「MCFrame」の商品力強化を目的とする

調査・研究を実施いたしました。 

また、前連結会計年度に引き続き、「iSeries」(※)の開発基盤である「FrameManager」の強化、

販売物流機能の強化およびC/S版の生産管理・販売管理・原価管理の各機能強化、英語版・中国語版

の機能強化を実施いたしました。なお、これらに要した費用は、無形固定資産（ソフトウェア）へ計

上しております。 

  

 (※) 「iSeries」 

     JAVAをベースに開発したWEB対応の製品シリーズ 

  

契約会社名 契約年月日 相手先名 契約の内容 契約期間

東洋ビジネスエ
ンジニアリング
株式会社

平成12年12月20日
ＳＡＰジャパン
株式会社

ｍｙＳＡＰ．ｃｏｍサ
ー ビ ス・ア ラ イ ア ン
ス・パートナー契約 
ＳＡＰジャパン株式会
社が所有する「ＳＡＰ
製品」に関連するサー
ビスの国内における非
独占的かつ譲渡不能な
販売権と商標使用権を
取得する。

平成14年 12月31日まで。以
後、１年ごとの契約自動更新
中。

東洋ビジネスエ
ンジニアリング
株式会社

平成14年７月15日
シンコム・シス
テムズ・ジャパ
ン株式会社

ソフトウェア使用権基
本契約 
シ ン コ ム・シ ス テ ム
ズ・ジャパン株式会社
が提供するソフトウェ
ア・プログラム等の非
独占的使用権を取得す
る。

無期限。ただし書面による30
日の事前通知により契約終
了。

東洋ビジネスエ
ンジニアリング
株式会社

平成18年４月１日
日本オラクル株
式会社

オラクル・パートナー
契約 
日本オラクル株式会社
およびオラクルコーポ
レーションが所有する
ソフトウェア製品の日
本国内での販売、技術
サービス提供等を行
う。

平成19年11月30日まで。



③ ｅビジネス 

日本オラクル株式会社のERPパッケージ「Oracle E-Business Suite」について、SOA関連の技術・

機能の調査・検証を実施いたしました。 

(2) 基盤技術力の強化および新規商材の調査・研究 

新 規 商 材 と し て BAM（Business  Activity  Monitoring）お よ び RFID(Radio  Frequency 

Identification)に関する調査・研究を実施いたしました。 

  

７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

(1) 財政状態の分析 

① 資産の部 

流動資産については、売掛金等の増加により、前連結会計年度末と比較して575,798千円増加し、

5,682,327千円となりました。なお、当連結会計年度末の総資産に占める流動資産の比率は78.2％で

あります。 

 また、固定資産については、減価償却費等による無形固定資産の減少等により、前連結会計年度末

と比較して186,595千円減少し1,586,934千円となりました。 

 これらの結果、資産の部の当連結会計年度末残高は、前連結会計年度末と比較して389,202千円増

加し7,269,261千円となりました。 

② 負債の部 

負債の部の当連結会計年度末残高は、短期借入金の300,000千円増加等により、前連結会計年度末

と比較して174,358千円増加し4,657,450千円となりました。 

③ 純資産の部 

純資産の部の当連結会計年度末残高は、前連結会計年度末と比較して214,844千円増加し、

2,611,810千円となりました。以上の結果、当連結会計年度末の自己資本比率は、前連結会計年度末

と比較して1.1ポイント増加し35.9％となりました。 

④ キャッシュ・フローの状況 

現金及び現金同等物の当連結会計年度末残高は、前連結会計年度末と比較して48,420千円減少し、

465,060千円となりました。 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、165,710千円の収入となりました。主な要因は、税金等調

整前当期純利益557,123千円、仕入債務の増加383,091千円、売上債権の増加986,090千円、前受金の

減少322,462千円等であります。 

 前連結会計年度と比較しますと、税金等調整前当期純利益204,444千円増加、たな卸資産の減少額

680,573千円、売上債権の増加額1,229,348千円、前受金の減少額703,118千円等により、営業活動に

よるキャッシュ・フローは1,065,810千円収入減少となりました。 

  



(2) 経営成績の分析 

① 売上高 

当連結会計年度の売上高は、前期比18.5％増加し13,487,841千円となりました。商品別の売上高は

次のとおりであります。 

 他社製品ERPの売上高は、前期比29.1％増加し7,471,711千円となりました。 

 自社製品ERPの売上高は、前期比46.8％増加し3,259,565千円となりました。なお、自社開発ERPパ

ッケージ「MCFrame」ライセンスの売上高は、前期比5.6％増加し933,396千円となりました。 

 ｅビジネスの売上高は、前期比30.5％減少し1,953,783千円となりました。 

 その他の売上高は、前期比42.4％増加し802,781千円となりました。 

② 売上原価、販売費及び一般管理費 

当連結会計年度の売上原価は、前期比23.2％増加し10,345,653千円となりました。売上原価率は、

売上高増加に対応するため、要員調達コストが計画を上回ったことにより、前連結会計年度の73.8％

から76.7％となりました。 

 当連結会計年度の販売費及び一般管理費は、コスト削減に努めたこと等により、前期比1.0％減少

し2,560,308千円となりました。 

③ 営業外損益 

当連結会計年度の営業外損益は、支払利息の増加等により、前連結会計年度16,602千円の損失に対

し、当連結会計年度は26,127千円の損失となりました。 

④ 特別損益 

当連結会計年度の特別損益は、投資有価証券売却益49,348千円、無形固定資産等の固定資産除却損

24,788千円及びたな卸資産除却損10,173千円等の計上により、前連結会計年度25,788千円の損失に対

し、当連結会計年度は1,371千円の利益となりました。 

⑤ 当期純利益 

当連結会計年度の当期純利益は、前期比45.4％増加し279,415千円となりました。また、１株当た

り当期純利益は、前連結会計年度93円11銭に対し、当連結会計年度は139円71銭となりました。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度における設備投資額は510,531千円であり、その主な内容は、ソフトウェア開発関連投

資であります。なお、重要な設備の除却、売却等はありません。 

  

２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 
平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 事業の種類別セグメントは、情報サービス事業単一であります。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 上記の他本社建物、千葉オフィス建物及び関西支店建物を賃借しております。賃借料は月額27,002千円

(共益費を除く)であります。なお、消費税等は含まれておりません。 

４ 建物欄は賃借中の建物に造作を加えた固定資産の帳簿価額であります。 

５ 無形固定資産欄の主な内容は、ソフトウェア(帳簿価額984,285千円)であります。 

６ 上記の他リース契約による主な賃借設備は次のとおりであります。なお、いずれもリース物件の所有権が

借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース契約であります。 

  

 
  

事業所名 
(所在地)

商品名 設備の内容

帳簿価額(千円) 従業 
員数 
(名)建物

工具、器具
及び備品

無形固定
資産

合計

本社 
(東京都千代田区)

他社製品ＥＲＰ
自社製品ＥＲＰ 
ｅビジネス 
その他

建物附属設備、
事務機器および
情報通信機器等

109,945 103,741 602,271 815,959 291

千葉オフィス 
(千葉県習志野市)

他社製品ＥＲＰ
自社製品ＥＲＰ 
ｅビジネス 
その他

建物附属設備、
情報通信機器等

1,791 5,882 411,178 418,853 29

関西支店 
(大阪市淀川区)

他社製品ＥＲＰ
自社製品ＥＲＰ 
ｅビジネス 
その他

建物附属設備、
情報通信機器等

7,450 6,588 0 14,038 12

その他 ―
建物附属設備、
事務機器等

377 13 0 391 ―

合計 119,566 116,226 1,013,450 1,249,243 332

名称 台数 リース期間
年間リース料 

(千円)
リース契約残高

(千円)

事務用什器 一式 ９年 1,818 1,818

事務用什器 一式 ６年 1,530 ―

事務用什器 一式 ５年 2,490 1,660



(2) 国内子会社 
平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 建物欄は賃借中の建物に造作を加えた固定資産の帳簿価額であります。 

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

    該当事項はありません。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

    該当事項はありません。 

  

  

会社名
事業所名 
(所在地)

商品名 設備の内容

帳簿価額(千円) 従業 
員数 
(名)建物

工具、器具
及び備品

無形固定
資産

合計

東洋ビジ
ネスシス
テムサー
ビス㈱

本社 
(千葉県習
志野市)

他社製品ＥＲＰ 
自社製品ＥＲＰ 
ｅビジネス 
その他

建物附属設
備等

2,234 ― 506 2,740 50

東洋ビジ
ネスシス
テムサー
ビス㈱

関西支店 
(大阪市淀
川区)

他社製品ＥＲＰ 
自社製品ＥＲＰ 
ｅビジネス 
その他

― ― ― ― ― 18

東洋ビジ
ネスシス
テムサー
ビス㈱

大手町オフ
ィス 
(東京都千
代田区)

他社製品ＥＲＰ 
自社製品ＥＲＰ 
ｅビジネス 
その他

― ― ― ― ― 2

合計 2,234 ― 506 2,740 70



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注) １株を２株に株式分割 

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 8,000,000

計 8,000,000

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成19年３月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年６月26日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 2,000,000 2,000,000
ジャスダック証券

取引所
―

計 2,000,000 2,000,000 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成14年５月20日 1,000,000 2,000,000 ― 697,600 ― 426,200



(5) 【所有者別状況】 

平成19年３月31日現在 

 
  

(6) 【大株主の状況】 

平成19年３月31日現在 

 
（注）１ 三井情報開発株式会社は、平成19年４月１日にネクストコム株式会社と合併し、新会社名は三井情報

   株式会社となっております。 

２ タワー投資顧問株式会社から、平成18年７月13日付で提出された大量保有に係る変更報告書により、

平成18年６月30日現在で140,000株所有している旨の報告を受けておりますが、当社として当事業年

度末時点における所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

  

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況

(株)
政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数 
(人)

― ２ 11 12 ５ ― 913 943 ―

所有株式数 
(単元)

― 70 217 12,147 1,604 ― 5,961 19,999 100

所有株式数 
の割合(％)

― 0.35 1.08 60.74 8.02 ― 29.81 100.00 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)
発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

東洋エンジニアリング株式会社 東京都千代田区霞が関３丁目２番５号 1,020,000 51.00

ゴールドマン・サックス・イン
ターナショナル

133  FLEET  STREET  LONDON  EC4A  2BB, 
U.K. 142,800 7.14

(常任代理人 ゴールドマン・サ
ックス証券株式会社)

(東京都港区六本木６丁目10番１号)
 

B-EN-G社員持株会 東京都千代田区大手町１丁目８番１号 126,300 6.31

三井物産株式会社 東京都千代田区大手町１丁目２番１号 96,000 4.80

ソフトバンク・テクノロジー 
株式会社

東京都新宿区西五軒町13番１号 80,000 4.00

ザ バンク オブ ニューヨーク 
ジャスディック トリーティー 
アカウント

（常任代理人 株式会社みずほコ
ーポレート銀行)

AVENUE  DES  ARTS  35  KUNSTLAAN,  1040 
BRUSSELS, BELGIUM 
 

(東京都中央区日本橋兜町６番７号)

13,200 0.66

松井証券株式会社(一般信用口) 東京都千代田区麹町１丁目４番地 12,600 0.63

三井情報開発株式会社 東京都中野区東中野２丁目７番14号 12,000 0.60

戸澤克彦 東京都多摩市 11,300 0.56

内藤潔 島根県雲南市 10,000 0.50

吉田和雄 香川県丸亀市 10,000 0.50

計 ― 1,534,200 76.71



(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年３月31日現在 

 
  

② 【自己株式等】 

平成19年３月31日現在 

 
  

(8) 【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

1,999,900
19,999 ―

単元未満株式 100 ― ―

発行済株式総数 2,000,000 ― ―

総株主の議決権 ― 19,999 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―



２ 【自己株式の取得等の状況】 
  

   
(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

 該当事項はありません。 

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

 該当事項はありません。 

  

  【株式の種類等】 該当事項はありません。



３ 【配当政策】 

当社の配当政策は、当社を取り巻く事業環境の見通し、業績見込み、当社の財務体質等を総合的に勘案

して、株主各位への利益還元に努めることを基本方針としております。 

内部留保金につきましては、技術開発や競争力強化のための投資等に充当して、事業基盤の安定と業績

の向上に活用しております。 

配当の回数につきましては、従来と同様に年１回の期末配当を行っていくことを基本方針としており、

この配当の決定機関は株主総会であります。 

上記の方針に基づき、当期の期末配当金につきましては、１株につき30円とし、中間配当を行っていな

いため当期の年間配当金も１株につき30円となります。 

なお、当社は、取締役会の決議により中間配当を行うことができる旨を定款に定めております。 

  

(注) 基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。 

 
  

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注) 株価は、平成16年12月12日以前は日本証券業協会におけるものであり、平成16年12月13日以降はジャスダック

証券取引所におけるものであります。なお、日本証券業協会は平成16年12月13日付でジャスダック証券取引所

に移行しております。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

決議年月日
配当金の総額 １株当たり配当額

(千円） （円）

平成19年6月22日
60,000 30

定時株主総会決議

回次 第24期 第25期 第26期 第27期 第28期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

最高(円) 4,380 2,800 2,500 2,150 1,880

最低(円) 775 1,260 1,180 1,330 1,360

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月

最高(円) 1,496 1,483 1,500 1,560 1,680 1,640

最低(円) 1,400 1,400 1,400 1,436 1,500 1,500



５ 【役員の状況】 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有 

株式数 

(株)

代表取締役 

取締役社長
千 田 峰 雄 昭和23年９月８日生

昭和48年４月 東洋エンジニアリング株式会社入社

 (注) 

 ４
3,500

平成11年４月 当社入社

平成12年６月 当社取締役

平成13年６月 当社常務取締役

平成14年６月 当社代表取締役、取締役社長(現任)

代表取締役 

取締役副社

長

ソリューション

事業本部担当、

プロダクト事業

本部担当

石 田 壽 典 昭和25年６月19日生

昭和51年４月 東洋エンジニアリング株式会社入社

(注) 

４
2,100

平成11年４月 当社入社

平成12年６月 当社取締役

平成13年６月 当社常務取締役

平成16年６月 当社専務取締役

平成17年４月 当社第２事業本部管掌、MCFrame事業

本部管掌、関西支店管掌

平成17年６月 当社代表取締役(現任)

平成18年４月 当社プロダクト事業本部管掌、関西

支店管掌

平成18年６月 当社取締役副社長(現任）      

当社ソリューション事業本部担当、

プロダクト事業本部担当、関西支店

担当

平成19年６月 当社ソリューション事業本部担当、

プロダクト事業本部担当(現任)

常務取締役 関西支店担当 中 村 隆 亮 昭和31年５月５日生

昭和56年４月 東洋エンジニアリング株式会社入社

(注) 

４
1,700

平成11年４月 当社入社

平成15年３月 東洋ビジネスシステムサービス株式

会社代表取締役、取締役社長(現任)

平成15年６月 当社取締役

平成17年４月 当社営業統括部管掌、第１事業本部

管掌

平成17年６月 当社常務取締役(現任)

平成18年４月 当社ソリューション事業本部管掌

平成18年６月 当社ソリューション事業本部副担当

平成19年６月 当社関西支店担当(現任)

常務取締役

上海駐在員事務

所担当、経営企

画本部長

大 澤 正 典 昭和28年８月12日生

昭和53年４月 東洋エンジニアリング株式会社入社

 (注） 

４
2,100

平成11年４月 当社入社

平成16年６月 当社取締役

平成17年４月 当社業務管理本部管掌、経営企画本

部長

平成18年６月 当社常務取締役(現任)

当社業務管理本部担当、経営企画本

部長

平成19年６月 当社上海駐在員事務所担当、経営企

画本部長(現任)

取締役

アライアンス本

部担当、ビジネ

スイノベーショ

ン本部担当

植 木 浩 二 昭和26年12月23日生

昭和52年４月 東洋エンジニアリング株式会社入社

 (注） 

４
1,900

平成11年４月 当社入社

平成14年６月 当社取締役(現任)

平成16年４月 当社アライアンス本部管掌

平成17年４月 当社品質技術統括部長

平成18年６月 当社アライアンス本部担当(現任)

平成19年６月 当社ビジネスイノベーション本部担

当(現任)



  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有 

株式数 

(株)

取締役

業務管理本部

長、法務総務部

長

片  山   博 昭和32年５月４日生

昭和56年４月 東洋エンジニアリング株式会社入社

 (注） 

４
700

平成12年10月 株式会社セブンーイレブン・ジャパ

ン入社

平成14年６月 当社入社

平成14年７月 当社経営統括本部経営企画部長

平成15年４月 当社経営統括本部副本部長

平成17年４月 当社業務管理本部長(現任)

平成18年10月 当社業務管理本部法務総務部長(現

任)

平成19年６月 当社取締役(現任)

取締役 津矢田 邦 明 昭和23年２月９日生

昭和46年６月 株式会社三井銀行入行

 (注） 

４
1,600

平成12年４月 株式会社さくら銀行執行役員、大阪

支店長

平成13年４月 株式会社三井住友銀行執行役員、東

京第一法人営業本部長

平成14年６月 東洋エンジニアリング株式会社取締

役、常務執行役員(現任)

平成15年３月 同社ｅソリューション事業本部長

平成17年６月 当社取締役(現任)

平成18年４月 東洋エンジニアリング株式会社ビジ

ネスソリューション事業本部長(現

任)

常勤監査役 佐 藤 巳喜夫 昭和20年10月20日生

昭和45年４月 東洋エンジニアリング株式会社入社

 (注） 

５
1,600

平成９年６月 同社ＡＩＳ(注１)事業本部産業シス

テム事業部システムプロジェクト部

長

平成12年３月 当社常勤監査役(現任)

監査役 市 川  勲 昭和22年３月６日生

昭和45年４月 三井東圧化学株式会社入社

 (注） 

５
1,000

昭和57年11月 東洋エンジニアリング株式会社入社

平成11年３月 当社監査役(現任)

平成14年６月 東洋エンジニアリング株式会社執行

役員、業務管理本部副本部長

平成16年５月 同社常務執行役員、経理・財務本部

長（現任）

平成18年６月 同社取締役(現任)

監査役 総 山  誠 昭和25年８月23日生

昭和48年４月 東洋エンジニアリング株式会社入社

 (注） 

６
―

平成14年６月 同社経営計画本部副本部長

平成16年５月 同社常務執行役員(現任) 

同社経営計画本部長

平成16年６月 当社監査役(現任)

東洋エンジニアリング株式会社取締

役(現任)

平成18年６月 同社経営統括本部長(現任)

計 16,200



(注) １ ＡＩＳ：Advanced Industrial Systems 

２ 取締役津矢田邦明は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

３ 常勤監査役佐藤巳喜夫および監査役総山誠は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

４  取締役の任期は、平成19年３月期の定時株主総会終結の時から平成20年３月期の定時株主総会終結の時まで

であります。 

５ 常勤監査役佐藤巳喜夫および監査役市川勲の任期は、平成17年３月期の定時株主総会終結の時から平成21年

３月期の定時株主総会終結の時までであります。 

６ 監査役総山誠の任期は、平成16年３月期の定時株主総会終結の時から平成20年３月期の定時株主総会終結の

時までであります。 

  



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

当社は、コーポレート・ガバナンスを重要な経営課題と認識し、経営の透明性向上とコンプライアンス

体制の確立、強化に努めております。 

(1) 会社の経営上の意思決定、執行および監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体

制の状況 

当社は、会社の機関として、株主総会、取締役会、取締役、監査役会、監査役および会計監査人を設

置する監査役会設置会社であります。 

当社は、７名の取締役にて構成される取締役会において、社外取締役を迎え、十分な審議に基づく適

法・適切な業務執行の決定と、取締役の職務の執行の監督機能の強化に努め、また、監査役３名による

取締役の職務の執行の監査機能の強化にも努めております。 

社長の諮問機関として、社長、常勤取締役および本部長で構成する本部長会議を設置し、重要な経営

事項の審議の充実と適切な経営情報の把握を図っております。 

また、会計監査人による会計監査を受けるとともに、内部統制システムの一環として社長直轄の監査

部(１名)を設置して業務執行全般に対する内部監査を実施するほか、監査役を中心に監査役、監査部お

よび会計監査人間にて意見交換・情報交換を行い、相互に連携をとる体制を築いております。加えて、

顧問弁護士による法律問題全般に関する助言、指導を受けることとしております。 

  

① 取締役の定数 

当社の取締役は８名以内とする旨定款に定めております。 

② 取締役の選任の決議要件 

取締役の選任決議要件について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有

する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。 

③ 中間配当の決定機関 

取締役会の決議により中間配当を実施することができる旨定款に定めております。これは、配当政

策の機動性を確保することを目的とするものであります。 

④ 自己の株式の取得の決定機関 

会社法第165条第２項の規定に従い、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得

することができる旨定款に定めております。これは、資本政策の機動性を確保することを目的とする

ものであります。 

⑤ 株主総会の特別決議要件 

会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件ついて、議決権を行使することができる株

主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に

定めております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円

滑な運営を行うことを目的とするものであります。 

  



当社のコーポレート・ガバナンス体制の模式図は次のとおりです。 

  

 

  
(2) 内部統制システムの整備の状況 

① 取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制 

（a）法令等の遵守については、「コンプライアンス行動基準」を定め、コンプライアンス

に関する規範を明確にするとともに、担当セクションとして法務総務部を置き、その推進

のための体制整備を図っております。 

（b）監査役は取締役会の他、本部長会議等の重要な会議への出席、稟議書の閲覧等により、取

締役会の意思決定と代表取締役、その他取締役等の職務執行について監査を実施しており

ます。 

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制 

取締役の職務の執行に係る情報については、「文書管理規程」、「稟議規程」等の社内規程に基づ

き適正に保存および管理しております。 

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

損失の危険の管理については、損失の危険を最小限にすべく、取締役会における審議に基づき、体

制整備、諸規程の策定などを進めております。 

（a）損失の危険を予防するため、「組織・職務権限規程」、「業務統制要領」、「利益管理規

程」、「与信管理規程」などを制定し、業務プロセスの統制を実施しております。 

（b）当社事業を取り巻くリスクに対して的確な管理・実践を図るため、「リスク管理規程」に

基づくリスク管理委員会を設置しております。リスク管理委員会は、リスクの把握と対策

を検討し、リスクへの対処の指示およびリスク管理の状況を確認することとしておりま

す。 

（c）リスクが顕在化するなど、正常な業務運営を阻害する事態が発生した場合においては、そ

の事態の早急な収拾と被害の軽減を図るためリスク管理委員会を緊急対策本部として編成

し、危機管理への対応を取ることができる体制としております。 



④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

（a）取締役の職務執行にかかる重要事項については、取締役会において適切かつ十分な審議を

行うとともに、代表取締役、その他の業務執行を担当する取締役、本部長等の職務分掌を

定め、職務執行を効率的に行わせるための体制を確保しております。 

（b）「組織・職務権限規程」、「機能別分掌業務規程」の定めにより、組織機能の分掌、職務

権限の明確化を図り、会社業務全般の円滑かつ効率的、効果的な運営が行われる体制をと

っております。 

⑤ 使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制 

（a）法令等の遵守については、「コンプライアンス行動基準」を定め、コンプライアンスに関

する規範を明確にするとともに、担当セクションとして法務総務部を置き、その推進のた

めの体制整備を図っております。 

（b）「公益通報者保護規程」の定めにより、コンプライアンスホットラインを設け、通報者保

護を図るとともに、不正行為等の事前抑止ならびに不正行為等の早期発見、是正および再

発防止措置を取ることができる体制としております。 

（c）内部監査組織は業務執行全般に対する内部監査を実施します。 

⑥ 当社ならびにその親会社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体

制 

（a）当社は親会社の企業グループの一員として事業展開しておりますが、親会社の企業グルー

プとは事業の棲み分けがなされており、営業取引の依存度合いは低く、一定の独立性が確

保されていると認識しております。また、親会社から非常勤取締役・非常勤監査役が就任

し、業務の適正の確保を図っております。 

（b）当社の子会社につきましては、「関連会社管理規程」を定め、子会社に関する管理業務の

円滑化と子会社の業務の適正の確保、経営効率の向上を図っております。 

⑦ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項 

（a）監査役会の事務局は法務総務部が担当することとしております。 

（b）監査役の業務監査において監査部が必要に応じて補助することとしております。 

⑧ 上記使用人の取締役からの独立性に関する事項 

（a）法務総務部の監査役会の事務局担当および監査部の人事異動については監査役会の了承を

必要とするものとしております。 

（b）法務総務部および監査部の組織変更については監査役会の了承を必要とするものとしてお

ります。 

⑨ 取締役および使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制 

（a）監査役は取締役会の他、本部長会議などの重要な会議に出席することとしております。 

（b）監査役は稟議書の他、定例的な報告事項、各部門の月次報告、月次決算などの報告を受け

ることとしております。 

（c）監査役は取締役より、重要な損害の発生、経営に重要な影響を及ぼす事象の発生等につき

報告を受けることとしております。 

（d）監査役は監査部の監査計画、監査の結果の報告を受けることとしております。 

⑩ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

（a）監査役会は代表取締役社長と定期的に意見交換会を開催することとしております。 

（b）監査役会は会計監査人と定期的に意見交換会を開催することとしております。 

（c）監査役は監査部と必要に応じ連携し業務監査を実施することとしております。 



  



(3) リスク管理体制の整備の状況 

リスク管理体制の整備につきましては、内部統制システムの整備の状況に記載のとおり、損失の危険

を最小限にすべく、取締役会における審議に基づき、体制整備、諸規程の策定などを進めております。

① 損失の危険を予防するため、「組織・職務権限規程」、「業務統制要領」、「利益管理規程」、

「与信管理規程」などを制定し、業務プロセスの統制を実施しております。 

② 当社事業を取り巻くリスクに対して的確な管理・実践を図るため、「リスク管理規程」に基づく

リスク管理委員会を設置しております。リスク管理委員会は、リスクの把握と対策を検討し、リ

スクへの対処の指示およびリスク管理の状況を確認することとしております。 

③ リスクが顕在化するなど、正常な業務運営を阻害する事態が発生した場合においては、その事態

の早急な収拾と被害の軽減を図るためリスク管理委員会を緊急対策本部として編成し、危機管理

への対応を取ることができる体制としております。 

  

(4) 平成18年度の役員報酬の内容 

 
  (注)  １ 社外取締役については、報酬を支給しておりません。 

   ２ 上記取締役の役員報酬の額には、当該事業年度に係る役員賞与10,000千円が含まれております。 

     ３  上記取締役の役員報酬の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。 

     ４  上記監査役は、社外監査役であります。 

  

(5) 平成18年度の監査報酬の内容 

 
(注)  公認会計士法第２条第１項に規定する業務以外の業務につきましては、財務報告目的の内部統制の評価に関す

る助言業務を委託して、対価を支払っております。 

  

(6) 会計士監査の状況 

 
(注)  継続監査年数については、全員７年以内であるため記載を省略しております。 

  

  監査業務に係る補助者 

  公認会計士５名、その他８名 

 (注) その他は、会計士補、公認会計士試験合格者であります。 

  

(7) 会社と会社の社外取締役および社外監査役の人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係

の概要 

社外取締役である津矢田邦明は親会社である東洋エンジニアリング株式会社の取締役・常務執行役員

を兼任しております。社外監査役２名のうち、総山誠は同社取締役・常務執行役員を兼任しており、佐

藤巳喜夫は同社の出身であります。 

区分 金額（千円） 支給人数（人）

取締役 97,702 ６

監査役 13,743 １

区分 金額（千円）

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 18,000

上記以外の業務に基づく報酬 （注） 570

合計 18,570

  監査業務を執行した公認会計士の氏名 所属する監査法人

指定社員 業務執行社員 多田 修 新日本監査法人  

指定社員 業務執行社員 野間 武 新日本監査法人  



  

(8) 内部管理体制の整備・運用状況 

内部牽制組織、組織上の業務部門及び管理部門の配置状況、社内規程の整備状況その他内部

管理体制の整備の状況は以下のとおりであります。 

当社は、コーポレート・ガバナンス強化の一環として内部管理体制強化のための牽制組織の整備を図

っております。 

管理部門につきましては経理部・法務総務部・品質技術部で構成する業務管理本部を設置し、内部牽

制の適正かつ合理的な実施体制を構築するとともに、社長直下に監査部を配置し、業務全般にわたる内

部監査を行っております。監査部の人員は１名であります。 

社内規程につきましては、内部統制機能整備や関係法令の改正への対応のため、適宜関係規程を整備

しております。さらに、コンプライアンス行動基準を定め、役員・社員の法令遵守意識の向上と違法行

為・不正行為等の防止を図っております。 

内部管理体制の充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況といたしましては、コンプライア

ンス体制強化の観点から公益通報者保護規程を制定いたしました。また、従来より、各種社内規程に基

づきリスクへの対応を図っておりましたが、この度リスク管理の体系整備等を一層推進するため、リス

ク管理規程を制定するとともに、リスク管理委員会を設置いたしました。 

  



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則

に基づき、当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月

31日まで)及び当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)の連結財務諸表並びに前事

業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)及び当事業年度(平成18年４月１日から平成19年３

月31日まで)の財務諸表について、新日本監査法人の監査を受けております。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 513,480 465,060

 ２ 受取手形及び売掛金 ※３ 3,112,792 4,098,883

 ３ たな卸資産 820,930 645,936

 ４ 繰延税金資産 271,536 219,310

 ５ その他 392,647 253,292

   貸倒引当金 △4,860 △156

   流動資産合計 5,106,528 74.2 5,682,327 78.2

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物 133,875 162,630

    減価償却累計額 18,796 115,078 40,830 121,800

  (2) 工具、器具及び備品 206,395 238,252

    減価償却累計額 81,332 125,062 122,025 116,226

   有形固定資産合計 240,140 3.5 238,026 3.3

 ２ 無形固定資産

  (1) ソフトウェア 1,121,476 984,791

  (2) その他 36,596 29,164

   無形固定資産合計 1,158,072 16.8 1,013,956 13.9

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 45,888 13,424

  (2) 繰延税金資産 58,392 26,970

  (3) その他 ※１ 271,035 296,617

   貸倒引当金 ― △2,060

   投資その他の資産合計 375,316 5.5 334,951 4.6

   固定資産合計 1,773,530 25.8 1,586,934 21.8

   資産合計 6,880,058 100.0 7,269,261 100.0



 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金 576,368 735,258

 ２ 短期借入金 2,000,000 2,300,000

 ３ 未払費用 430,698 596,553

 ４ 未払法人税等 245,606 69,979

 ５ 前受金 507,732 185,269

 ６ 賞与引当金 331,626 415,686

 ７ 役員賞与引当金 ― 10,000

 ８ 品質保証引当金 249,453 80,313

 ９ その他 141,606 264,389

   流動負債合計 4,483,092 65.2 4,657,450 64.1

   負債合計 4,483,092 65.2 4,657,450 64.1

(少数株主持分)

  少数株主持分 ― ― ― ―

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※２ 697,600 10.1 ― ―

Ⅱ 資本剰余金 426,200 6.2 ― ―

Ⅲ 利益剰余金 1,270,318 18.5 ― ―

Ⅳ 為替換算調整勘定 2,848 0.0 ― ―

   資本合計 2,396,966 34.8 ― ―

   負債、少数株主持分 
   及び資本合計

6,880,058 100.0 ― ―



  

 
  

  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― 697,600

 ２ 資本剰余金 ― 426,200

 ３ 利益剰余金 ― 1,483,733

   株主資本合計 ― ― 2,607,533 35.9

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券評価 
   差額金

― △5

 ２ 為替換算調整勘定 ― 4,282

   評価・換算差額等合計 ― ― 4,277 0.0

   純資産合計 ― ― 2,611,810 35.9

   負債純資産合計 ― ― 7,269,261 100.0



② 【連結損益計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
  至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 11,381,423 100.0 13,487,841 100.0

Ⅱ 売上原価 8,400,754 73.8 10,345,653 76.7

   売上総利益 2,980,669 26.2 3,142,188 23.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費
※１ 
※２

2,585,598 22.7 2,560,308 19.0

   営業利益 395,070 3.5 581,879 4.3

Ⅳ 営業外収益

  １ 受取配当金 1,265 1,265

 ２ 未払配当金戻入益 292 329

 ３ 持分法による投資利益 4,668 5,260

 ４ 法人税等還付加算金 3,826 199

 ５ その他 2,030 12,082 0.1 366 7,420 0.1

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 26,677 30,356

 ２ その他 2,007 28,685 0.3 3,190 33,547 0.3

   経常利益 378,468 3.3 555,752 4.1

Ⅵ 特別利益

 １ 投資有価証券売却益 ― 49,348

 ２ 貸倒引当金戻入益 465 465 0.0 3,107 52,455 0.4

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産除却損 ※３ 13,377 24,788

 ２ たな卸資産除却損 ― 10,173

 ３ たな卸資産評価損 ― 6,374

 ４ 事務所移転関連費用 12,360 ―

 ５ その他 516 26,254 0.2 9,748 51,084 0.4

   税金等調整前当期純利益 352,679 3.1 557,123 4.1

   法人税、住民税 
   及び事業税

292,150 194,056

   法人税等調整額 △131,689 160,461 1.4 83,651 277,708 2.0

   当期純利益 192,217 1.7 279,415 2.1



③ 【連結剰余金計算書】 
  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 426,200

Ⅱ 資本剰余金期末残高 426,200

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 1,138,100

Ⅱ 利益剰余金増加高

 １ 当期純利益 192,217 192,217

Ⅲ 利益剰余金減少高

 １ 配当金 60,000 60,000

Ⅳ 利益剰余金期末残高 1,270,318



④ 【連結株主資本等変動計算書】 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 
  

 
  

   
 (注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

平成18年３月31日残高(千円) 697,600 426,200 1,270,318 2,394,118

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当    (注) △60,000 △60,000

 役員賞与      (注) △6,000 △6,000

 当期純利益 279,415 279,415

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計(千円) ― ― 213,415 213,415

平成19年３月31日残高(千円) 697,600 426,200 1,483,733 2,607,533

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券 

評価差額金
為替換算調整勘定 評価・換算差額等合計

平成18年３月31日残高(千円) ― 2,848 2,848 2,396,966

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当    (注) △60,000

 役員賞与      (注) △6,000

 当期純利益 279,415

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

△5 1,434 1,429 1,429

連結会計年度中の変動額合計(千円) △5 1,434 1,429 214,844

平成19年３月31日残高(千円) △5 4,282 4,277 2,611,810



⑤ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
  至 平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

   税金等調整前当期純利益 352,679 557,123

   減価償却費 579,253 626,207

   貸倒引当金の増加（△減少）額 △465 △2,642

   賞与引当金の増加（△減少）額 17,403 84,060

   品質保証引当金の増加（△減少）額 198,452 △169,140

   受取利息及び受取配当金 △1,275 △1,402

   支払利息 26,677 30,356

   為替差損（△差益） △909 93

   持分法による投資損失（△利益） △4,668 △5,260

   たな卸資産除却損 ― 10,173

   たな卸資産評価損 ― 6,374

   固定資産除却損 13,377 24,788

   固定資産評価損 ― 5,766

   投資有価証券売却益 ― △49,348

   出資金売却損 461 ―

   売上債権の減少（△増加）額 243,257 △986,090

   たな卸資産の減少（△増加）額 △522,127 158,446

   前渡金の減少（△増加）額 △194,476 159,227

   仕入債務の増加（△減少）額 45,689 383,091

   未払消費税等の増加（△減少）額 16,477 50,347

   前受金の増加（△減少）額 380,655 △322,462

   役員賞与支払額 ― △6,000

   その他 △2,396 10,498

    小計 1,148,065 564,207

   利息及び配当金の受取額 1,275 1,402

   利息の支払額 △22,229 △31,312

   法人税等の還付額 163,082 ―

   法人税等の支払額 △58,672 △368,586

   営業活動によるキャッシュ・フロー 1,231,521 165,710

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

   有形固定資産の取得による支出 △250,318 △62,302

   無形固定資産の取得による支出 △474,628 △448,229

   投資有価証券の取得による支出 ― △11,678

   投資有価証券の売却による収入 ― 89,500

   その他 △129,771 △21,640

   投資活動によるキャッシュ・フロー △854,718 △454,350

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

   短期借入れによる収入 14,800,000 27,000,000

   短期借入金の返済による支出 △15,300,000 △26,700,000

   配当金の支払額 △59,848 △59,656

   財務活動によるキャッシュ・フロー △559,848 240,343

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 190 △124

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加（△減少）額 △182,854 △48,420

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 696,334 513,480

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 513,480 465,060



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項  子会社は東洋ビジネスシステムサー

ビス㈱１社であり、同社を連結してお

ります。

同  左

２ 持分法の適用に関する事

項

 関連会社は上海華和得易信息技術発

展有限公司（DealEasy社）１社であ

り、同社について持分法を適用してお

ります。 

 なお、同社に対して、平成17年４月

に当社が25％出資したことにより、当

連結会計年度より持分法を適用してお

ります。

 関連会社は上海華和得易信息技術発

展有限公司（DealEasy社）１社であ

り、同社について持分法を適用してお

ります。

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項

 連結子会社の決算日は、連結決算日

と一致しております。

同  左

４ 会計処理基準に関する事

項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法

 ①有価証券

  その他有価証券

―――――――――――

 

 

 

 

   時価のないもの

    移動平均法による原価法によ

っております。

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法

 ①有価証券

  その他有価証券

   時価のあるもの

    連結会計年度末日の市場価格

等に基づく時価法（評価差額

は、全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法に

より算定）によっております。

   時価のないもの

同  左

 ②たな卸資産

   仕掛品は個別法による原価法に

よっております。

 ②たな卸資産

同  左

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法

 ①有形固定資産

   定率法によっております。 

 なお、耐用年数及び残存価額に

ついては、法人税法に規定する方

法と同一の基準によっておりま

す。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法

 ①有形固定資産

同  左

 ②無形固定資産

   定額法によっております。 

 なお、耐用年数については、法

人税法に規定する方法と同一の基

準によっております。

   ただし、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における見込

利用可能期間(５年)に基づく定額

法によっております。

   また、販売目的のソフトウェア

については、見込有効期間(３年)

における見込販売数量に基づく償

却額と販売可能な残存有効期間に

基づく均等配分額を比較し、いず

れか大きい金額を計上しておりま

す。

 ②無形固定資産

   定額法によっております。 

 なお、耐用年数については、法

人税法に規定する方法と同一の基

準によっております。

   ただし、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における見込

利用可能期間(主に５年)に基づく

定額法によっております。

   また、販売目的のソフトウェア

については、見込有効期間(３年)

における見込販売数量に基づく償

却額と販売可能な残存有効期間に

基づく均等配分額を比較し、いず

れか大きい金額を計上しておりま

す。

 ③長期前払費用



   均等償却によっております。 

 なお、償却期間については、法

人税法に規定する方法と同一の基

準によっております。

―――――――――――



 

項目
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(3) 重要な引当金の計上基準

 ①貸倒引当金

   債権の貸倒による損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計

上することとしております。

(3) 重要な引当金の計上基準

 ①貸倒引当金

同  左

 ②賞与引当金

   従業員に支給すべき賞与の支払

に備えるため、支給見込額に基づ

き計上することとしております。

 ②賞与引当金

同  左

―――――――――――

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ④品質保証引当金

   客先納入後の瑕疵担保等の費用

の支出に備えるため、実績率に基

づき算出した発生見込額を計上す

ることとしております。

   また、品質確保に際し、個別に

見積可能な費用については発生見

込額を見積計上することとしてお

ります。

 ③役員賞与引当金

   役員に支給すべき賞与の支払に

備えるため、支給見込額に基づき

計上することとしております。

  （会計方針の変更） 

 当連結会計年度より「役員賞与

に関する会計基準」（企業会計基

準委員会 平成17年11月29日 企

業会計基準第４号）を適用してお

ります。 

 これにより、営業利益、経常利

益及び税金等調整前当期純利益は

10,000千円減少しております。

 ④品質保証引当金

同  左

(4) 重要なリース取引の処理方法

  リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。

(4) 重要なリース取引の処理方法

同  左

(5) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項

  消費税等の会計処理

   消費税等の会計処理は、税抜方

式によっております。

(5) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項

  消費税等の会計処理

同  左



 
  

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

 
  

追加情報 

  

項目
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

 連結子会社の資産及び負債の評価方

法は、全面時価評価法によっておりま

す。

同  左

６ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項

 連結剰余金計算書は、連結会計年度

中に確定した利益処分に基づき作成し

ております。

―――――――――――

７ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

 連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金(現金及び現金同等物)は、手

許現金、随時引き出し可能な預金およ

び容易に換金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内に償還期限

の到来する短期投資からなっておりま

す。

同  左

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度より「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））

および「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）

を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。

―――――――――――――――

―――――――――――――――

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当連結会計年度より「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号）および「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成17年12月９日 企業

会計基準適用指針第８号）を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額は、

2,611,810千円であります。 

 なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純

資産の部については、連結財務諸表規則の改正に伴

い、改正後の連結財務諸表規則により作成しておりま

す。

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

―――――――――――――――

（「ソフトウェア取引の収益の会計処理に関する実務

上の取扱い」） 

 当連結会計年度より「ソフトウェア取引の収益の会

計処理に関する実務上の取扱い」（企業会計基準委員

会 平成18年３月30日 実務対応報告第17号）を適用

しております。 

 これにより、従来の方法に比べて、売上高が311,804



 
  

千円、売上原価が311,804千円減少しております。売上

総利益、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純

利益に与える影響はありません。



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

 
  

(連結損益計算書関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度
(平成19年３月31日)

 

※１ 関連会社に対するものは、次のとおりでありま

す。

投資その他の資産 その他
（関連会社出資金）

32,516千円

 

※１ 関連会社に対するものは、次のとおりでありま

す。

投資その他の資産 その他
（関連会社出資金）

39,210千円

※２ 当社の発行済株式総数は、普通株式 2,000,000

株であります。

※２    ――――――――――――――

※３    ――――――――――――――

 

※３  期末日満期手形の会計処理については、手形交

換日をもって決済処理しております。 

 なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日で

あったため、次の期末日満期手形が、期末残高に

含まれております。

受取手形 6,531千円

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要なもの

従業員給料手当等 980,643千円

賞与引当金繰入額 111,275千円

研究開発費 59,760千円

業務外注費 311,201千円

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要なもの

従業員給料手当等 921,902千円

賞与引当金繰入額 125,906千円

研究開発費 103,722千円

業務外注費 278,566千円

※２ 研究開発費の総額

一般管理費に含まれる 
研究開発費

59,760千円

※２ 研究開発費の総額

一般管理費に含まれる
研究開発費

103,722千円

 

※３ 固定資産除却損のうち主要なもの

建物附属設備 10,181千円
 

※３ 固定資産除却損のうち主要なもの

ソフトウェア 24,666千円



(連結株主資本等変動計算書関係) 

  当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  １ 発行済株式に関する事項 

   

  

  ２ 自己株式に関する事項 

  該当事項はありません。 
  

  ３ 新株予約権等に関する事項 

  該当事項はありません。 
  

  ４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 
  

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 2,000,000 ― ― 2,000,000

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日

平成18年６月27日 
定時株主総会

普通株式 60,000 30 平成18年３月31日 平成18年６月28日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月22日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 60,000 30 平成19年３月31日 平成19年６月25日



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係（平成18年

３月31日現在）

現金及び預金勘定 513,480千円

現金及び現金同等物 513,480千円
 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係（平成19年

３月31日現在）

現金及び預金勘定 465,060千円

現金及び現金同等物 465,060千円



(リース取引関係) 

  

 
  

(有価証券関係) 

前連結会計年度(平成18年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

   該当事項はありません。 
  

２ 時価評価されていない有価証券 
  

 
  

当連結会計年度(平成19年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 
  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額および期末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額および期末残高相当額

 

工具、器具 
及び備品 
(千円)

合計 
  

(千円)

取得価額 
相当額

56,481 56,481

減価償却 
累計額相当額

41,344 41,344

期末残高 
相当額

15,137 15,137

  

工具、器具
及び備品 
(千円)

合計 
  

(千円)

取得価額
相当額

41,292 41,292

減価償却
累計額相当額

28,199 28,199

期末残高
相当額

13,092 13,092

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 9,207千円

１年超 7,481千円

合計 16,688千円

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 7,590千円

１年超 6,344千円

合計 13,935千円

(3) 支払リース料、減価償却費相当額および支払利息相

当額

支払リース料 17,625千円

減価償却費相当額 15,014千円

支払利息相当額 1,251千円

(3) 支払リース料、減価償却費相当額および支払利息相

当額

支払リース料 12,994千円

減価償却費相当額 11,535千円

支払利息相当額 870千円

(4) 減価償却費相当額および利息相当額の算定方法

  減価償却費相当額の算定方法

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。

  利息相当額の算定方法

    リース料総額とリース物件の取得価額相当額と

の差額を利息相当額とし、各期への配分方法につ

いては、利息法によっております。

(4) 減価償却費相当額および利息相当額の算定方法

  減価償却費相当額の算定方法

同  左

  利息相当額の算定方法

同  左

内容
連結貸借対照表計上額 

(千円)

その他有価証券 非上場株式 45,888

区分 取得原価(千円)
連結貸借対照表
計上額(千円)

差額(千円)

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの

 株式 11,678 11,670 △8



２ 時価評価されていない有価証券 
  

 
  

３ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

 (自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 
  

 
  

内容
連結貸借対照表計上額 

(千円)

その他有価証券 非上場株式 1,754

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円）

89,500 49,348 ―



(デリバティブ取引関係) 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

当社グループは、デリバティブ取引は行っておりませんので該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

当社グループは、デリバティブ取引は行っておりませんので該当事項はありません。 

  

(退職給付関係) 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

当社グループは、退職給付に関する制度を有しておりませんので該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

当社グループは、退職給付に関する制度を有しておりませんので該当事項はありません。 

  



(ストック・オプション等関係) 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

該当事項はありません。 

  



(税効果会計関係) 

  

 
  

  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度
(平成19年３月31日)

 

１ 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

  繰延税金資産(流動)

 賞与引当金損金算入限度超過額 134,290千円

 品質保証引当金 101,014千円

 未払事業税否認 21,246千円

 その他 14,985千円

 繰延税金資産合計(流動) 271,536千円

繰延税金資産(固定)

 仕掛品評価減 39,183千円

 無形固定資産償却限度超過額 14,281千円

 その他 4,927千円

 繰延税金資産合計(固定) 58,392千円

 繰延税金資産合計 329,929千円

 (注) 繰延税金資産の算定に当たり平成18年３月31日

現在の繰延税金資産から控除された金額は、

26,356千円であります。

 

１ 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

  繰延税金資産(流動)

 賞与引当金 168,329千円

 品質保証引当金 32,522千円

 未払事業税・事業所税 10,204千円

 たな卸資産除却損 4,119千円

 その他 4,134千円

 繰延税金資産合計(流動) 219,310千円

繰延税金資産(固定)

 無形固定資産償却限度超過額 12,578千円

 無形固定資産除却損 9,988千円

 その他 4,403千円

 繰延税金資産合計(固定) 26,970千円

 繰延税金資産合計 246,281千円

 (注) 繰延税金資産の算定に当たり平成19年３月31日

現在の繰延税金資産から控除された金額は、

48,669千円であります。

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の主な項目別内訳

法定実効税率 40.5％

(調整)

交際費等永久に損金に算入されない項目 7.2％

過年度法人税等 5.6％

住民税均等割 1.5％

持分法投資利益 △0.5％

子会社の税効果適用開始による影響額 △3.9％

特別税額控除 △4.0％

その他 △0.9％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 45.5％
 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の主な項目別内訳

法定実効税率 40.5％

(調整)

交際費等永久に損金に算入されない項目 3.6％

仕掛品評価損否認 7.5％

投資有価証券評価損認容 △4.4％

住民税均等割 0.9％

役員賞与引当金 0.7％

持分法投資利益 0.4％

その他 0.6％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 49.8％



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

当社グループは、情報システムの企画、開発、運用・保守等、総合的なサービス提供を事業内容

としており、情報サービス事業単一のため、事業の種類別セグメント情報は記載しておりません。

  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

当社グループは、情報システムの企画、開発、運用・保守等、総合的なサービス提供を事業内容

としており、情報サービス事業単一のため、事業の種類別セグメント情報は記載しておりません。

  

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

本邦以外の国及び地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、所在地別セグメント情報

を記載しておりません。 

  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

本邦以外の国及び地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、所在地別セグメント情報

を記載しておりません。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

１ 親会社および法人主要株主等 

  

 
(注) １ 取引条件および取引条件の決定方針 

市場価格、総原価等を勘案して当社希望価格を提示し、価格交渉の上、一般取引先と同様に決定しており
ます。 

２ 建物の賃借料は、他テナントと同等の価格となっております。 

３ 記載金額のうち、取引金額は消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等を含んでおります。 

  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 親会社および法人主要株主等 

  

 
(注) １ 取引条件および取引条件の決定方針 

市場価格、総原価等を勘案して当社希望価格を提示し、価格交渉の上、一般取引先と同様に決定しており
ます。 

２ 建物の賃借料は、他テナントと同等の価格となっております。 

３ 記載金額のうち、取引金額は消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等を含んでおります。 

  

属性
会社等 
の名称

住所
資本金 
(千円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の被所有 
割合 
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社
東洋エン
ジニアリ
ング㈱

東京都 
千代田 
区

13,017,678
総合エン
ジニアリ
ング業

直接
51.0

兼任
３人

システム
インテグ 
レーショ 
ンの提供

システムイ
ンテグレー
ションの受
託

58,100 売掛金 16,789

システムイ
ンテグレー
ションの委
託

187,307 買掛金 50,078

建物の賃借 124,404 ― ―

属性
会社等 
の名称

住所
資本金 
(千円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の被所有 
割合 
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社
東洋エン
ジニアリ
ング㈱

東京都 
千代田 
区

18,198,978
総合エン
ジニアリ
ング業

直接
51.0

兼任
３人

システム
インテグ 
レーショ 
ンの提供

システムイ
ンテグレー
ションの受
託

67,274 売掛金 27,745

システムイ
ンテグレー
ションの委
託

522,257 買掛金 92,344

建物の賃借 83,268 ― ―



(企業結合等関係) 

    前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

該当事項はありません。 

  

  当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

該当事項はありません。 

  



(１株当たり情報) 

  

 
  

(注) 算定上の基礎 

  １. １株当たり純資産額 

 
  

  ２. １株当たり当期純利益 

 
  

(重要な後発事象) 

    前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

該当事項はありません。 

  

  当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

該当事項はありません。 

  

項目
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 1,195円48銭 1,305円91銭

１株当たり当期純利益 93円11銭 139円71銭

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益

潜在株式が存在しないため記載して

おりません。
同  左

項目
前連結会計年度

(平成18年３月31日)
当連結会計年度

(平成19年３月31日)

純資産の部の合計額 (千円) ― 2,611,810

普通株式に係る純資産額 (千円) ― 2,611,810

普通株式の発行済株式数 (株) ― 2,000,000

１株当たり純資産額の算定に用いられ
た普通株式の数

(株) ― 2,000,000

項目
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

当期純利益 (千円) 192,217 279,415

普通株主に帰属しない金額 (千円) 6,000 ―

（うち利益処分による役員賞与） (千円) (6,000) (―)

普通株式に係る当期純利益 (千円) 186,217 279,415

普通株式の期中平均株式数 (株) 2,000,000 2,000,000



⑥ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

  

 
(注) 「平均利率」については、期末借入残高に対する加重平均利率を記載しております。 

  

(2) 【その他】 

当社は、平成17年５月に株式会社ムトウより、納入した基幹システムにかかわる934,520千円の損害

賠償請求訴訟を提起されておりますが、当社としては損害賠償責任を負う原因はないと考えており、現

在係争中であります。 

  

区分
前期末残高 
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 2,000,000 2,300,000 1.897 ―

合計 2,000,000 2,300,000 1.897 ―



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 504,296 446,380

 ２ 受取手形 ※３ 44,227 51,125

 ３ 売掛金 ※１ 3,035,112 4,022,661

 ４ 仕掛品 826,800 647,943

 ５ 前渡金 264,397 105,170

 ６ 前払費用 101,206 112,953

 ７ 繰延税金資産 255,199 202,245

 ８ その他 65,260 97,831

   貸倒引当金 △4,708 ―

   流動資産合計 5,091,792 73.6 5,686,311 77.6

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物 129,906 158,661

    減価償却累計額 17,483 112,422 39,095 119,566

  (2) 工具、器具及び備品 206,395 238,368

    減価償却累計額 81,332 125,062 122,043 116,324

   有形固定資産合計 237,485 3.4 235,890 3.2

 ２ 無形固定資産

  (1) 商標権 8,675 7,943

  (2) ソフトウェア 1,140,926 1,005,289

  (3) 電話加入権 3,116 ―

  (4) その他 24,804 21,221

   無形固定資産合計 1,177,523 17.0 1,034,454 14.2

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 45,888 13,424

  (2) 関係会社株式 50,000 50,000

  (3) 関係会社出資金 25,000 25,000

  (4) 長期前払費用 2,359 3,035

  (5) 繰延税金資産 54,709 24,084

  (6) 敷金 236,158 252,310

   投資その他の資産合計 414,116 6.0 367,853 5.0

   固定資産合計 1,829,125 26.4 1,638,198 22.4

   資産合計 6,920,917 100.0 7,324,510 100.0



 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 ※１ 720,547 981,158

 ２ 短期借入金 2,000,000 2,300,000

 ３ 未払金 98,332 163,156

 ４ 未払費用 366,941 469,761

 ５ 未払法人税等 240,999 59,955

 ６ 未払消費税等 13,315 72,872

 ７ 前受金 507,732 185,269

 ８ 預り金 16,696 27,340

 ９ 賞与引当金 297,588 375,183

 10 役員賞与引当金 ― 10,000

 11 品質保証引当金 249,453 80,313

   流動負債合計 4,511,607 65.2 4,725,011 64.5

   負債合計 4,511,607 65.2 4,725,011 64.5

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※２ 697,600 10.1 ― ―

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 426,200 ―

   資本剰余金合計 426,200 6.1 ― ―

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 8,100 ―

 ２ 当期未処分利益 1,277,410 ―

   利益剰余金合計 1,285,510 18.6 ― ―

   資本合計 2,409,310 34.8 ― ―

   負債資本合計 6,920,917 100.0 ― ―



  

 
  

  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 697,600 9.5

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 ― 426,200

    資本剰余金合計 ― ― 426,200 5.8

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 ― 8,100

  (2) その他利益剰余金

    繰越利益剰余金 ― 1,467,604

    利益剰余金合計 ― ― 1,475,704 20.2

   株主資本合計 ― ― 2,599,504 35.5

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券評価 
   差額金

― ― △5 △0.0

   評価・換算差額等合計 ― ― △5 △0.0

   純資産合計 ― ― 2,599,499 35.5

   負債純資産合計 ― ― 7,324,510 100.0



② 【損益計算書】 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日)

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
  至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 11,105,475 100.0 13,183,544 100.0

Ⅱ 売上原価 8,323,948 75.0 10,285,848 78.0

   売上総利益 2,781,527 25.0 2,897,696 22.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費
※１ 
※２

2,411,428 21.7 2,352,372 17.9

   営業利益 370,099 3.3 545,323 4.1

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 ※３ 525 1,721

 ２ 受取配当金 1,265 1,265

 ３ 未払配当金戻入益 292 329

 ４ 為替差益 909 ―

 ５ 法人税等還付加算金 3,826 199

 ６ その他 1,098 7,917 0.1 275 3,790 0.0

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 26,677 30,356

 ２ その他 1,988 28,666 0.3 3,151 33,507 0.2

   経常利益 349,350 3.1 515,606 3.9

Ⅵ 特別利益

 １ 投資有価証券売却益 ― 49,348

 ２ 貸倒引当金戻入益 262 262 0.0 4,708 54,056 0.4

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産除却損 ※４ 13,377 24,788

 ２ たな卸資産除却損 ― 10,173

 ３ たな卸資産評価損 ― 6,374

 ４ 事務所移転関連費用 12,360 ―

 ５ その他 516 26,254 0.2 9,748 51,084 0.4

   税引前当期純利益 323,359 2.9 518,578 3.9

   法人税、住民税及び 
   事業税

274,477 178,801

   法人税等調整額 △111,656 162,820 1.5 83,582 262,384 2.0

   当期純利益 160,538 1.4 256,194 1.9

   前期繰越利益 1,116,871 ―

   当期未処分利益 1,277,410 ―



売上原価明細書 

  

 
  

(注) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比 
(％)

Ⅰ 労務費 1,732,407 17.5 1,854,009 17.6

Ⅱ 外注費 4,502,426 45.5 6,250,033 59.2

Ⅲ 経費 注２ 3,661,535 37.0 2,445,057 23.2

  当期総費用 9,896,370 100.0 10,549,100 100.0

  期首仕掛品たな卸高 300,286 826,800

  原価差額調整額 △159,548 321,941

  他勘定振替額 注３ △886,358 △764,049

  合計 9,150,748 10,933,792

  期末仕掛品たな卸高 826,800 647,943

  当期売上原価 8,323,948 10,285,848

前事業年度 当事業年度

 １ 原価計算の方法

   プロジェクト別の実際個別原価計算によっており

ます。なお、一部の科目につきましては予定原価

を適用し、原価差額は、期末に調整計算をしてお

ります。

 １ 原価計算の方法

同  左

 ２ 経費のうち主要な費目は次のとおりであります。

機器・資材費 1,501,530千円

旅費交通費 304,916千円

 ２ 経費のうち主要な費目は次のとおりであります。

機器・資材費 890,998千円

旅費交通費 304,693千円

 ３ 他勘定振替額は、販売費への振替であります。  ３         同  左



③ 【利益処分計算書】 

  

 
    (注) 日付は株主総会承認年月日であります。 

  

前事業年度
(平成18年６月27日)

区分
注記 
番号

金額(千円)

Ⅰ 当期未処分利益 1,277,410

Ⅱ 利益処分額

 １ 利益配当金 60,000

 ２ 取締役賞与金 6,000 66,000

Ⅲ 次期繰越利益 1,211,410



④ 【株主資本等変動計算書】 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 
  

 
  

   
 (注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
資本準備金

資本剰余金 

合計
利益準備金

その他利益 

剰余金 利益剰余金 

合計繰越利益 

剰余金

平成18年３月31日残高 
（千円）

697,600  426,200  426,200  8,100  1,277,410  1,285,510  2,409,310 

事業年度中の変動額

 剰余金の配当  （注） △60,000  △60,000  △60,000 

 役員賞与    （注） △6,000  △6,000  △6,000 

 当期純利益 256,194  256,194  256,194 

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額(純額）

事業年度中の変動額合計 
（千円）

― ― ―  ―  190,194  190,194  190,194 

平成19年３月31日残高 
（千円）

697,600  426,200  426,200  8,100  1,467,604  1,475,704  2,599,504 

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証

券評価差額金

評価・換算差

額等合計

平成18年３月31日残高 
（千円）

―  ― 2,409,310 

事業年度中の変動額

 剰余金の配当  （注） △60,000 

 役員賞与    （注） △6,000 

 当期純利益 256,194 

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額(純額）

△5  △5  △5 

事業年度中の変動額合計 
（千円）

△5  △5  190,189

平成19年３月31日残高 
（千円）

△5  △5  2,599,499



重要な会計方針 

  

 
  

項目
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法によってお

ります。

子会社株式及び関連会社株式

同  左

  

その他有価証券 

       

      ――――――――――― 

 

 

 

時価のないもの 

  移動平均法による原価法によって

おります。

 

その他有価証券

 時価のあるもの

 事業年度末日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）によっておりま

す。

時価のないもの

同  左

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

 仕掛品は、個別法による原価法によ

っております。

同  左

３ 固定資産の減価償却の方

法

有形固定資産 

 定率法によっております。 

 なお、耐用年数および残存価額につ

いては、法人税法に規定する方法と同

一の基準によっております。 

 

有形固定資産

同  左

無形固定資産 

 定額法によっております。 

 なお、耐用年数については、法人税

法に規定する方法と同一の基準によっ

ております。 

 ただし、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における見込利用可能

期間(５年)に基づく定額法によってお

ります。 

 また、販売目的のソフトウェアにつ

いては、見込有効期間(３年)における

見込販売数量に基づく償却額と販売可

能な残存有効期間に基づく均等配分額

を比較し、いずれか大きい金額を計上

しております。 

 

無形固定資産 

 定額法によっております。 

 なお、耐用年数については、法人税

法に規定する方法と同一の基準によっ

ております。 

 ただし、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における見込利用可能

期間(主に５年)に基づく定額法によっ

ております。 

 また、販売目的のソフトウェアにつ

いては、見込有効期間(３年)における

見込販売数量に基づく償却額と販売可

能な残存有効期間に基づく均等配分額

を比較し、いずれか大きい金額を計上

しております。 

 

長期前払費用 

 均等償却によっております。 

 なお、償却期間については、法人税

法に規定する方法と同一の基準によっ

ております。

長期前払費用

 均等償却によっております。

４ 外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準

 外貨建の金銭債権債務は、決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、換

算差額は損益として処理しておりま

す。

 

――――――――――― 

 



 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

５ 引当金の計上基準 貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上することとしてお

ります。 

 

 

 

貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上することとしてお

ります。 

 なお、当事業年度の計上額はありま

せん。

賞与引当金

 従業員に支給すべき賞与の支払に備

えるため、支給見込額に基づき計上す

ることとしております。 

 

 

――――――――――― 

 

 

賞与引当金

同  左 

 

 

 

役員賞与引当金

 役員に支給すべき賞与の支払に備え

るため、支給見込額に基づき計上する

こととしております。 

（会計方針の変更） 

 当事業年度より「役員賞与に関する

会計基準」（企業会計基準委員会 平

成17年11月29日 企業会計基準第４

号）を適用しております。 

 これにより、営業利益、経常利益及

び税引前当期純利益は10,000千円減少

しております。 

 

品質保証引当金 

 客先納入後の瑕疵担保等の費用の支

出に備えるため、実績率に基づき算出

した発生見込額を計上することとして

おります。 

 また、品質確保に際し、個別に見積

可能な費用については発生見込額を見

積計上することとしております。

品質保証引当金

同  左

６ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

同  左

７ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜方式に

よっております。

消費税等の会計処理

同  左



会計処理の変更 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））およ

び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適

用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

 

 

         ―――――――――――――――

 

         ―――――――――――――――

 

 

 

 

 

 

 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当事業年度より「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準第５号）および「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計

基準適用指針第８号）を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額は、

2,599,499千円であります。 

 なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部

については、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の

財務諸表等規則により作成しております。 

 



表示方法の変更 

  

 
  

追加情報 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

         ―――――――――――――――

（貸借対照表関係） 

 前事業年度まで無形固定資産に区分掲記しておりま

した「電話加入権」（当事業年度末残高０千円）は、

金額的重要性が乏しくなったため、無形固定資産の

「その他」に含めて表示しております。 

 

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

         ―――――――――――――――

（「ソフトウェア取引の収益の会計処理に関する実務

上の取扱い」） 

 当事業年度より「ソフトウェア取引の収益の会計処

理に関する実務上の取扱い」（企業会計基準委員会 

平成18年３月30日 実務対応報告第17号）を適用して

おります。 

 これにより、従来の方法に比べて、売上高が426,902

千円、売上原価が426,902千円減少しております。売上

総利益、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益に

与える影響はありません。 

 



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

 
  

(損益計算書関係) 

  

 
  

前事業年度 
(平成18年３月31日)

当事業年度
(平成19年３月31日)

※１ 区分掲記されたもの以外で、関係会社に対する資

産および負債は次のとおりであります。

 売掛金 20,290千円

 買掛金 197,073千円

※１ 区分掲記されたもの以外で、関係会社に対する資

産および負債は次のとおりであります。

売掛金 98,114千円

買掛金 395,451千円

 

※２ 会社が発行する株式の総数

           普通株式 8,000,000株

   発行済株式総数

           普通株式 2,000,000株

※３ 

    ―――――――――――――――

 

※２ 

    ――――――――――――――― 

 

 

※３  期末日満期手形の会計処理については、手形交

換日をもって決済処理しております。 

 なお、当期末日が金融機関の休日であったた

め、次の期末日満期手形が、期末残高に含まれて

おります。

受取手形 6,531千円

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要なもの

 従業員給料手当等 915,573千円

 賞与引当金繰入額 111,275千円

 旅費交通費 127,779千円

 広告宣伝費 70,182千円

 研究開発費 58,800千円

 業務外注費 305,344千円

 減価償却費 173,281千円

 一般管理費の割合 63.2％

 販売費の割合 36.8％

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要なもの

従業員給料手当等 854,454千円

賞与引当金繰入額 125,906千円

旅費交通費 117,906千円

広告宣伝費 47,877千円

研究開発費 103,504千円

業務外注費 268,892千円

減価償却費 68,336千円

一般管理費の割合 67.5％

販売費の割合 32.5％

※２ 研究開発費の総額

一般管理費に含まれる
研究開発費

58,800千円

※２ 研究開発費の総額

一般管理費に含まれる
研究開発費

103,504千円

※３ 関係会社に係る営業外収益

 受取利息 515千円

※３ 関係会社に係る営業外収益

受取利息 1,664千円

 

※４ 固定資産除却損のうち主要なもの

 建物附属設備 10,181千円
 

※４ 固定資産除却損のうち主要なもの

ソフトウェア 24,666千円



(株主資本等変動計算書関係) 

  当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

   自己株式に関する事項 

    該当事項はありません。 

  



(リース取引関係) 

  

 
  

(有価証券関係) 

前事業年度(平成18年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

当事業年度(平成19年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額および期末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額および期末残高相当額

 

工具、器具 
及び備品 
(千円)

合計 
  

(千円)

取得価額 
相当額

56,481 56,481

減価償却 
累計額相当額

41,344 41,344

期末残高 
相当額

15,137 15,137

  

工具、器具
及び備品 
(千円)

合計 
  

(千円)

取得価額
相当額

41,292 41,292

減価償却
累計額相当額

28,199 28,199

期末残高
相当額

13,092 13,092

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 9,207千円

１年超 7,481千円

合計 16,688千円

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 7,590千円

１年超 6,344千円

合計 13,935千円

(3) 支払リース料、減価償却費相当額および支払利息相

当額

支払リース料 17,625千円

減価償却費相当額 15,014千円

支払利息相当額 1,251千円

(3) 支払リース料、減価償却費相当額および支払利息相

当額

支払リース料 12,994千円

減価償却費相当額 11,535千円

支払利息相当額 870千円

(4) 減価償却費相当額および利息相当額の算定方法

  減価償却費相当額の算定方法

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。

  利息相当額の算定方法

    リース料総額とリース物件の取得価額相当額と

の差額を利息相当額とし、各期への配分方法につ

いては、利息法によっております。

(4) 減価償却費相当額および利息相当額の算定方法

  減価償却費相当額の算定方法

同  左

  利息相当額の算定方法

同  左



(税効果会計関係) 

  

 
  

前事業年度 
(平成18年３月31日)

当事業年度
(平成19年３月31日)

 

１ 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

  繰延税金資産(流動)

 賞与引当金損金算入限度超過額 120,506千円

 品質保証引当金 101,014千円

 未払事業税否認 20,754千円

 その他 12,923千円

 繰延税金資産合計(流動) 255,199千円

繰延税金資産(固定)

 仕掛品評価減 39,183千円

 無形固定資産償却限度超過額 14,281千円

 その他 1,244千円

 繰延税金資産合計(固定) 54,709千円

 繰延税金資産合計 309,909千円

 (注) 繰延税金資産の算定に当たり平成18年３月31日

現在の繰延税金資産から控除された金額は、

26,356千円であります。 

 

１ 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

  繰延税金資産(流動)

 賞与引当金 151,928千円

 品質保証引当金 32,522千円

 未払事業税・事業所税 9,302千円

 たな卸資産除却損 4,119千円

 その他 4,372千円

 繰延税金資産合計(流動) 202,245千円

繰延税金資産(固定)

 無形固定資産償却限度超過額 12,578千円

 無形固定資産除却損 9,988千円

 その他 1,517千円

 繰延税金資産合計(固定) 24,084千円

 繰延税金資産合計 226,329千円

 (注) 繰延税金資産の算定に当たり平成19年３月31日

現在の繰延税金資産から控除された金額は、

47,834千円であります。 

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の主な項目別内訳

法定実効税率 40.5％

(調整)

交際費等永久に損金に算入されない項目 7.6％

過年度法人税等 6.1％

住民税均等割 1.5％

特別税額控除 △4.2％

その他 △1.1％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 50.4％

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の主な項目別内訳

法定実効税率 40.5％

(調整)

交際費等永久に損金に算入されない項目 3.9％

仕掛品評価損否認 8.1％

投資有価証券評価損認容 △4.7％

住民税均等割 0.9％

役員賞与引当金 0.8％

その他 1.1％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 50.6％



(企業結合等関係) 

  前事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

該当事項はありません。 

  

   当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

該当事項はありません。 

  



(１株当たり情報) 
  

 
  

(注) 算定上の基礎 

  １. １株当たり純資産額  

 
  

  ２. １株当たり当期純利益 

 
  

(重要な後発事象) 

  前事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

該当事項はありません。 

  

   当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

該当事項はありません。 

    

  

項目
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 1,201円66銭 1,299円75銭

１株当たり当期純利益 77円27銭 128円10銭

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益

潜在株式が存在しないため記載して

おりません。
同  左

項目
前事業年度

(平成18年３月31日)
当事業年度

(平成19年３月31日)

純資産の部の合計額 (千円) ― 2,599,499

普通株式に係る純資産額 (千円) ― 2,599,499

普通株式の発行済株式数 (株) ― 2,000,000

１株当たり純資産額の算定に用いられ
た普通株式の数

(株) ― 2,000,000

項目
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

当期純利益 (千円) 160,538 256,194

普通株主に帰属しない金額 (千円) 6,000 ―

（うち利益処分による役員賞与） (千円) (6,000) (―)

普通株式に係る当期純利益 (千円) 154,538 256,194

普通株式の期中平均株式数 (株) 2,000,000 2,000,000



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

 有価証券の金額が資産の総額の100分の１以下でありますので、財務諸表等規則第124条の規定に

より記載を省略しております。 

  

【有形固定資産等明細表】 

  

 
(注) ソフトウェアの当期増加の主な内容は以下のとおりであります。 

 
  

資産の種類
前期末残高 
(千円)

当期増加額 
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額 
(千円)

差引当期末
残高(千円)

有形固定資産

 建物 129,906 29,055 299 158,661 39,095 21,859 119,566

 工具、器具 
 及び備品

206,395 33,362 1,389 238,368 122,043 42,031 116,324

有形固定資産計 336,301 62,417 1,689 397,029 161,139 63,890 235,890

無形固定資産

 商標権 13,415 646 － 14,061 6,118 1,379 7,943

 ソフトウェア 2,729,517 454,838 36,980 3,147,374 2,142,085 565,808 1,005,289

 電話加入権 3,116 － 3,116 0 － － 0

 その他 74,337 － 2,650 71,687 50,465 933 21,221

無形固定資産計 2,820,385 455,484 42,747 3,233,123 2,198,669 568,121 1,034,454

長期前払費用 2,359 4,320 3,645 3,035 － － 3,035

繰延資産

－ － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －

(1) 販売用ソフトウェア MCFrame C/S版 追加開発 164,252千円

(2) 販売用ソフトウェア MCFrame iSeries 追加開発 96,700千円



【引当金明細表】 

  

 
(注) １  貸倒引当金の「当期減少額（その他）」欄の金額は、一般債権の貸倒実績率による戻入額であります。 

   ２  品質保証引当金の「当期減少額（その他）」欄の金額は、洗替による戻入額であります。 

区分
前期末残高 
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用) 
(千円)

当期減少額
(その他) 
(千円)

当期末残高 
(千円)

貸倒引当金 4,708 － － 4,708 －

賞与引当金 297,588 375,183 297,588 － 375,183

役員賞与引当金 － 10,000 － － 10,000

品質保証引当金 249,453 80,313 228,911 20,541 80,313



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

  

 
  

② 受取手形 

相手先別内訳 

  

 
  

決済期日別内訳 

  

 
  

区分 金額(千円)

現金 85

預金

当座預金 404,374

普通預金 41,921

預金合計 446,295

合計 446,380

相手先 金額(千円)

小林製薬㈱ 24,990

オリエンタルモーター㈱ 13,970

㈱アーレスティ 7,686

㈱宮入バルブ製作所 4,478

合計 51,125

明細 金額(千円)

１か月以内 16,170

２か月以内 25,492

３か月以内 6,639

４か月以内 2,074

５か月以内 748

合計 51,125



③ 売掛金 

相手先別内訳 

  

 
  

売掛金の発生および回収ならびに滞留状況 

  

 
(注) 消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

  

④ 仕掛品 

  

 
  

相手先 金額(千円)

第一製薬㈱ 380,869

ヒロセ電機㈱ 345,949

中外製薬工業㈱ 315,435

スターライト工業㈱ 223,045

㈱日立インスファーマ 196,930

その他 2,560,431

合計 4,022,661

前期繰越高 
(千円) 

 
(Ａ)

当期発生高 
(千円) 

 
(Ｂ)

当期回収高
(千円) 

 
(Ｃ)

次期繰越高
(千円) 

 
(Ｄ)

 

回収率(％)

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)

２
(Ｂ)
365

3,035,112 14,028,742 13,041,192 4,022,661 76.43 91.81

商品分野名 金額(千円)

他社製品ＥＲＰ 73,557

自社製品ＥＲＰ 355,259

ｅビジネス 130,041

その他 89,084

合計 647,943



⑤ 買掛金 

相手先別内訳 

  

 
  

⑥ 短期借入金 

  

 
  

⑦ 未払費用 

  

 
  

  

(3) 【その他】 

当社は、平成17年５月に株式会社ムトウより、納入した基幹システムにかかわる934,520千円の損害賠

償請求訴訟を提起されておりますが、当社としては損害賠償責任を負う原因はないと考えており、現在

係争中であります。 

  

相手先 金額(千円)

東洋ビジネスシステムサービス㈱ 249,154

㈱日立システムアンドサービス 140,915

東洋エンジニアリング㈱ 92,344

アプリソ・ジャパン㈱ 35,859

㈱日立製作所 26,101

その他 436,783

合計 981,158

区分 金額(千円)

㈱三井住友銀行 1,400,000

中央三井信託銀行㈱ 800,000

㈱千葉銀行 100,000

合計 2,300,000

区分 金額(千円)

外注労務費 424,893

法定福利費 43,144

その他 1,722

合計 469,761



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
(注) １ 会社法第440条第４項の規定により決算公告は行いません。 

 ２ 当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができ

ない。 

  会社法第189条第２項各号に掲げる権利 

  会社法第166条第１項の規定による請求をする権利 

  株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権利 

  

  

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 100株券、1,000株券

剰余金の配当の基準日
９月30日

３月31日

１単元の株式数 100株

株式の名義書換え

  取扱場所
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社 本店

  株主名簿管理人
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社

  取次所
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店
日本証券代行株式会社 本店、全国各支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 無料

株券喪失登録

  株券喪失登録申請料 １件につき8,600円

  株券登録料 １件につき 500円

単元未満株式の買取り

  取扱場所
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社 本店

  株主名簿管理人
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社

  取次所
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店
日本証券代行株式会社 本店、全国各支店

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由により
電子公告をすることができないときは、日本経済新聞に掲載して行う。 
なお、電子公告は当社のホームページに掲載しており、そのアドレスは下記のとおり
です。 
http://www.to-be.co.jp/

株主に対する特典 該当事項はありません。



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、証券取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
  

  

(1) 有価証券報告書 
   及びその添付書類

事業年度 
(第27期)

自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日

平成18年６月29日
関東財務局長に提出。

(2) 半期報告書 事業年度 
(第28期)

自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日

平成18年12月15日
関東財務局長に提出。



該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成18年６月27日

東洋ビジネスエンジニアリング株式会社 

取 締 役 会  御 中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている東洋ビジネスエンジニアリング株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年

度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フ

ロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、東洋ビジネスエンジニアリング株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

新日本監査法人

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士  渋   谷   道   夫  ㊞

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士  和   田   栄   一    ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管しております。

 



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成19年６月22日

東洋ビジネスエンジニアリング株式会社 

取 締 役 会  御 中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている東洋ビジネスエンジニアリング株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年

度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッ

シュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、東洋ビジネスエンジニアリング株式会社及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

新日本監査法人

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士    多    田     修      ㊞

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士    野    間     武      ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管しております。

 



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成18年６月27日

東洋ビジネスエンジニアリング株式会社 

取 締 役 会  御 中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている東洋ビジネスエンジニアリング株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第27期事業

年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行っ

た。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、東洋ビジネスエンジニアリング株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する

事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

新日本監査法人

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士  渋   谷   道   夫  ㊞

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士  和   田   栄   一    ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

 



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成19年６月22日

東洋ビジネスエンジニアリング株式会社 

取 締 役 会  御 中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている東洋ビジネスエンジニアリング株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第28期事業

年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査

を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する

意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、東洋ビジネスエンジニアリング株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する

事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

新日本監査法人

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士    多    田     修      ㊞

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士    野    間     武      ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。
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